
市町村名：厚真町

区分 頁 行数 変更の理由
議会議決
（予定）
年月日

１　基本的な事項 2 14
令和２年国勢調査
の結果公表に基づ
き更新

１　基本的な事項 3 17
令和２年国勢調査
の結果公表に基づ
き更新

１　基本的な事項 4
令和２年国勢調査
の結果公表に基づ
き更新

１　基本的な事項 5 2
令和２年国勢調査
の結果公表に基づ
き更新

② 産業の推移と動向
　産業別就業人口の推移では、昭和50年と令和2年を比較すると、45年間に全体で1,266人、
34.5％の減少となっています。産業別就業人口の構成比率は、第1次産業では63.3％から33.1％
に大きく低下しているのに対し、第2次産業と第3次産業では、それぞれ8.7％から14.0％に、
27.8％から52.3％に比率が高まっています。
　産業別にみると、第1次産業は45年間で1,525人、65.7%の減少となっており、このうち農業
が1,468人（66.1％）の減少と、第1次産業の就業人口減少の主な要因となっています。第2次
産業は45年間で19人、6.0％の増加し、このうち建設業は50人（22.8％）の減少、製造業は70人
（75.3％）の増加となっています。第3次産業は238人、23.3％の増加となっています。

② 過疎の状況
　本町の平成27年国勢調査による総人口は4,838人となっており、昭和50年の6,976人と比較
すると、40年間の人口減少率は30.6％となっています。また、15歳以上30歳未満の若年者の比
率は11.7％で、人口に占める割合が減少傾向にあり、一方、65歳以上の高齢者の比率は35.4％
で、総人口や若年者人口が減少している中にあって大きく増加しています。

② 過疎の状況
　本町の令和2年国勢調査による総人口は4,432人となっており、昭和50年の6,976人と比較
すると、45年間の人口減少率は36.5％となっています。また、15歳以上30歳未満の若年者の比
率は10.4％で、人口に占める割合が減少傾向にあり、一方、65歳以上の高齢者の比率は36.5％
で、総人口や若年者人口が減少している中にあって大きく増加しています。

① 人口の推移と動向
　本町の総人口は国勢調査結果では、昭和25年の10,395人をピークに減少を続け、平成27年で
は4,838人となり、昭和50年の6,976人と比較すると、40年間に総人口で2,138人、率で30.6％
（年平均▲0.8％）と大幅に減少しています。また、平成17年からの10年間の推移を見ても、総
人口で402人、率で7.7％（同▲0.7％）の減少となっており、人口減少率はほぼ同じ傾向にある
ことから、積極的な政策努力をしなければ今後も減少傾向に歯止めを掛けることは困難な状況で
す。
　15歳から29歳の若年者人口は、昭和50年に1,366人であったものが、平成27年には565人
となり、801人（▲58.6％）と極めて大きく減少しており、人口に占める比率も19.6%から11.7％
に低下しています。一方、65歳以上の高齢者人口は、昭和50年が702人、平成27年が1,714人
と1,012人増加しており、人口に占める比率も10.1%から35.4％と、急激な高齢化が進んでいます。

① 人口の推移と動向
　本町の総人口は国勢調査結果では、昭和25年の10,395人をピークに減少を続け、令和2年で
は4,432人となり、昭和50年の6,976人と比較すると、45年間に総人口で2,544人、率で36.5％
（年平均▲0.8％）と大幅に減少しています。また、平成22年からの10年間の推移を見ても、総
人口で458人、率で9.4％（同▲0.9％）の減少となっており、人口減少率はほぼ同じ傾向にある
ことから、積極的な政策努力をしなければ今後も減少傾向に歯止めを掛けることは困難な状況で
す。
　15歳から29歳の若年者人口は、昭和50年に1,366人であったものが、令和2年には459人
となり、907人（▲66.4％）と極めて大きく減少しており、人口に占める比率も19.6%から10.4％
に低下しています。一方、65歳以上の高齢者人口は、昭和50年が702人、令和2年が1,613人
と911人増加しており、人口に占める比率も10.1%から36.5％と、急激な高齢化が進んでいます。

厚真町過疎地域持続的発展市町村計画 新旧対照表（令和５年５月変更分）

変更前 変更後

② 産業の推移と動向
　産業別就業人口の推移では、昭和50年と平成27年を比較すると、40年間に全体で884人、
24.1％の減少となっています。産業別就業人口の構成比率は、第1次産業では63.3％から33.9％
に大きく低下しているのに対し、第2次産業と第3次産業では、それぞれ8.7％から17.5％に、
27.8％から47.3％に比率が高まっています。
　産業別にみると、第1次産業は40年間で1,377人、59.3%の減少となっており、このうち農業
が1,329人（59.9％）の減少と、第1次産業の就業人口減少の主な要因となっています。第2次
産業は40年間で171人、53.8％の増加し、このうち建設業は110人（50.2％）の増加、製造業は64人
（68.8％）の増加となっています。第3次産業は298人、29.2％の増加となっています。

表１－１(1)　人口の推移（国勢調査）

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率
6,976 △ 30.4 6,183 △ 11.4 5,240 △ 15.3
1,802 △ 52.0 1,065 △ 40.9 660 △ 38.0
4,472 △ 22.1 4,056 △ 9.3 3,038 △ 25.1

うち15～29歳（a） 1,366 △ 45.7 930 △ 31.9 673 △ 27.6
702 35.5 1,062 51.3 1,542 45.1

19.6% - 15.0% - 12.8% -
10.1% - 17.2% - 29.4% -

実数 増減率
4,838 △ 7.7

532 △ 19.4
2,592 △ 14.7

うち15～29歳（a） 565 △ 16.0
1,714 11.2
11.7% -
35.4% -

65歳以上（b）
（a）/総数 若年者比率
（b）/総数 高齢者比率

総数
0～14歳
15～64歳

518
25.1%
5.2%

区分
平成27年

（b）/総数 高齢者比率

昭和50年 平成2年 平成17年昭和35年
実数

10,019
3,758
5,743
2,515

区分

総数
0～14歳
15～64歳

65歳以上（b）
（a）/総数 若年者比率

表１－１(1)　人口の推移（国勢調査）

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率
6,976 △ 30.4 6,183 △ 11.4 5,240 △ 15.3
1,802 △ 52.0 1,065 △ 40.9 660 △ 38.0
4,472 △ 22.1 4,056 △ 9.3 3,038 △ 25.1

うち15～29歳（a） 1,366 △ 45.7 930 △ 31.9 673 △ 27.6
702 35.5 1,062 51.3 1,541 45.1

19.6% - 15.0% - 12.8% -
10.1% - 17.2% - 29.4% -

実数 増減率 実数 増減率
4,838 △ 7.7 4,432 △ 8.4

532 △ 19.4 567 6.6
2,592 △ 14.7 2,236 △ 13.7

うち15～29歳（a） 565 △ 16.0 459 △ 18.8
1,714 11.2 1,613 △ 5.9
11.7% - 10.4% -
35.4% - 36.4% -

注）総数に「年齢不詳」数を含むため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

区分
昭和35年 昭和50年 平成2年 平成17年
実数

総数 10,019
0～14歳 3,758
15～64歳 5,743

令和2年

総数
0～14歳
15～64歳

2,515
65歳以上（b） 518

（a）/総数 若年者比率 25.1%
（b）/総数 高齢者比率 5.2%

65歳以上（b）
（a）/総数 若年者比率
（b）/総数 高齢者比率

区分
平成27年



区分 頁 行数 変更の理由
議会議決
（予定）
年月日

変更前 変更後

持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考
持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考

豊沢森林エリア整備事業
環境保全林等豊沢森林エリ
アでの散策路・交流施設の整
備

町

豊沢森林エリア整備事業
環境保全林等豊沢森林エリ
アでの散策路・交流施設の整
備

町

百年記念公園整備事業 町 百年記念公園整備事業 町
本郷ワーケーション施設整備
事業

町
本郷ワーケーション施設整備
事業

町

(10) 過疎地域
　持続的発展
　特別事業
　第１次産業

エゾシカ個体調整事業
　野生エゾシカの個体数調整
の実施

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

(10) 過疎地域
　持続的発展
　特別事業
　第１次産業

エゾシカ個体調整事業
　野生エゾシカの個体数調整
の実施

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

農業後継者総合育成対策事業
　新規参入者・農業後継者へ
の助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

農業後継者総合育成対策事業
　新規参入者・農業後継者へ
の助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

特産果実生産体制強化事業
　ハスカップの苗木購入や出
荷奨励に対する助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

特産果実生産体制強化事業
　ハスカップの苗木購入や出
荷奨励に対する助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

農業ＩＣＴ化普及推進事業
　先進農業技術を導入し農業
のＩＣＴ化の推進に対する助
成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

スマート農業推進事業
　先端技術を活用したスマー
ト農業の導入推進に対する助
成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考
持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考

和牛経営安定対策事業
　畜産農家への優良繁殖雌牛
確保や草地更新等への助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

和牛経営安定対策事業
　畜産農家への優良繁殖雌牛
確保や草地更新等への助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

草地畜産基盤整備事業
　公共牧場の草地更新の実施

町
民間

将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

畜産担い手育成総合整備事業
　草地整備・草地造成など飼
料基盤の整備

町
民間

将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

事業内容の変更の
ため
予算議決日：令和
５年３月１５日

木材産業高度化事業
　森林・林業に関わる活動・取
組を総合的に推進する

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

水田農業緊急対策事業
　水田機能の向上・維持等を行
う農家への助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

事業内容の追加の
ため
予算議決日：令和
５年５月２２日

　商工業・６次
　産業化

暮らしの安心サポート事業
　移動販売車による町内での
移動販売の実施

町
将来にわたり地
域活力の向上が
が図られる

水産一般管理事業
　漁業関係団体の目的遂行に
対する負担及び補助

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

商工業振興事業
　商工業振興に対する助成 町

将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

木材産業高度化事業
　森林・林業に関わる活動・取
組を総合的に推進する

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

Ｕ・Ｉターン推進支援事業
　Ｕ・Ｉターン者の就職支援

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

　商工業・６次
　産業化

暮らしの安心サポート事業
　移動販売車による町内での
移動販売の実施

町
将来にわたり地
域活力の向上が
が図られる

非接触型ＩＣポイントカード
システム導入事業
既存ポイントカードの機能
向上や新たなポイントカード
システムの導入可能性の検討

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

商工業振興事業
　商工業振興に対する助成

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

事業内容の変更の
ため
予算議決日：令和
５年３月１５日

・ ・ ・ 以 下 省 略 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 以 下 省 略 ・ ・ ・

３　産業の振興 24

25３　産業の振興

・ ・ ・ 以 下 省 略 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 以 下 省 略 ・ ・ ・



区分 頁 行数 変更の理由
議会議決
（予定）
年月日

変更前 変更後

（3）計画 （3）計画
事業計画（令和3年度～7年度） 事業計画（令和3年度～7年度）

持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考
持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考

５　生活環境の整
　備

(1) 水道施設
　簡易水道 水道施設整備事業 町

５　生活環境の整
　備

(1) 水道施設
　簡易水道 水道施設整備事業 町

水道未普及解消事業 町 水道未普及解消事業 町
上厚真地区配水管布設替事業 町 上厚真地区配水管布設替事業 町
本郷地区配水管布設替事業 町 本郷地区配水管布設替事業 町
新町地区配水管布設替事業 町 新町地区配水管布設替事業 町
豊沢地区配水管布設替事業 町 豊沢地区配水管布設替事業 町
鯉沼地区配水管布設事業 町 鯉沼地区配水管布設事業 町
富野地区配水管布設替事業 町 富野地区配水管布設替事業 町

　その他 長寿命化事業 町 幌内地区配水管布設替事業 町
(1) 下水処理
　施設

下水道施設建設事業 町
　その他

長寿命化事業 町

　公共下水道
　その他

管渠管理事業 町
(1) 下水処理
　施設

下水道施設建設事業 町

持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考
持続的発展
施策区分

事業名
（施設名）

事業内容 事業主体 備　考

農業ＩＣＴ化普及推進事業
　先進農業技術を導入し農業
のＩＣＴ化の推進に対する助
成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

スマート農業推進事業
　先端技術を活用したスマー
ト農業の導入推進に対する助
成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

事業内容の変更の
ため
予算議決日：令和
５年３月１５日

和牛経営安定対策事業
　畜産農家への優良繁殖雌牛
確保や草地更新等への助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

和牛経営安定対策事業
　畜産農家への優良繁殖雌牛
確保や草地更新等への助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

草地畜産基盤整備事業
　公共牧場の草地更新の実施

町
民間

将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

畜産担い手育成総合整備事業
　草地整備・草地造成など飼
料基盤の整備

町
民間

将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

事業内容の変更の
ため
予算議決日：令和
５年３月１５日

木材産業高度化事業
　森林・林業に関わる活動・取
組を総合的に推進する

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

水田農業緊急対策事業
　水田機能の向上・維持等を行
う農家への助成

町
将来にわたり農
業経営の安定化
が図られる

事業内容の追加の
ため
予算議決日：令和
５年５月２２日

　商工業・６次
　産業化

暮らしの安心サポート事業
　移動販売車による町内での
移動販売の実施

町
将来にわたり地
域活力の向上が
が図られる

水産一般管理事業
　漁業関係団体の目的遂行に
対する負担及び補助

町
将来にわたり地
域経済の活性化
が図られる

39
６　生活環境の整
　備

１３　その他地域
の持続的発展に関
し必要な事項

64

・ ・ ・ 次 頁 へ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 次 頁 へ ・ ・ ・

・ ・ ・ 次 頁 へ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 次 頁 へ ・ ・ ・

事業内容の追加の
ため
予算議決日：令和
５年３月１５日

・ ・ ・ 中 略 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 中 略 ・ ・ ・


